
社会保険労務士法人ＷＩＬＬニュース。【2026年見直
し】企業が知っておきたい、年収の壁。

2026年度（令和8年度）の税制改正により、所得税が課税されない年収の範囲が178万円まで
引き上げられます（2026年12月施行）。また、2026年10月には社会保険の加入要件のひとつで
ある賃金要件の撤廃が決定しました。これらに伴い、2026年度の「年収の壁」にも変化が生
じています。
今回の記事では、今年度の年収の壁を整理するとともに、税制改正と社会保険適用拡大の影
響、年末調整に向けて従業員からどのような情報を確認すればよいかなどについて解説しま
す。

2026年度の「年収の壁」
年収の壁は大きく、「税の壁」と「社会保険の壁」に分けられます。
2026年度は所得税と社会保険とで方向の異なる改正が行われるため、従業員に説明する場面で
は注意が必要です。以下に、昨年度との比較を含め2026年度の年収の壁を整理します。



2026年度（令和8年度）税制改正の主なポイント
2026年度（令和8年度）の税制改正では、「基礎控除」や「給与所得控除の最低保障額」が見
直されます。
2026年・2027年分については、合計所得金額が489万円以下の場合の基礎控除額は104万円、
給与所得控除の最低保障額は74万円となり、両者を足した178万円まで所得税が課税されない



こととなります。これが「178万円の壁」です。つまり、2025年度まで160万円の壁を意識し
て就業調整などをしていた方は、より多く働くことが可能になります。

【基礎控除の改正】

（出典）国税庁『源泉所得税の改正のあらまし』P1（一部抜粋して掲載）

【給与所得控除の最低保障額の引上げ】

（出典）国税庁『源泉所得税の改正のあらまし』P1（一部抜粋して掲載）

なお、2026年分の所得税への適用は年末調整からとなります。2026年11月までの給与等の源
泉徴収事務には変更が生じず、12月の年末調整で改正後の内容に基づき、1年間の税額を計算
して精算します。
また、今回の税制改正では、扶養親族等の所得要件や配偶者特別控除の対象範囲なども見直さ
れています。

【扶養親族等の所得要件の改正】

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/2026kaisei.pdf#page=1
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/2026kaisei.pdf#page=1


（出典）国税庁『源泉所得税の改正のあらまし』P2（一部抜粋して掲載）

【配偶者特別控除額および特定親族特別控除額の改正】

（出典）国税庁『源泉所得税の改正のあらまし』P2（一部抜粋して掲載）

くわしくは、国税庁のパンフレットなどでご確認ください。
参考｜国税庁『源泉所得税の改正のあらまし』

社会保険は「106万円の壁」が撤廃
社会保険では、2026年10月に106万円の壁（賃金要件）が撤廃されます。
2026年9月末までの現行制度においては、従業員数51人以上の企業で働く短時間労働者は、下
図の4つの要件をすべて満たす場合に社会保険の加入義務が生じます。

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/2026kaisei.pdf#page=2
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/2026kaisei.pdf#page=2
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/2026kaisei.pdf


2026年10月以降は、②の賃金要件が撤廃され、上図①③④の3つの要件を満たす短時間労働者
は、給与水準にかかわらず社会保険に加入しなければなりません。
所得税は非課税範囲の拡大により負担が減少する人が増える一方、社会保険においては保険料
負担が増加する人が生じる可能性があります。従業員に説明する場面では、これらの改正の方
向の違いに留意することが重要です。

従業員から扶養の相談を受けたら、何を確認するべきか
年末調整や社会保険の手続きでは、従業員から「配偶者や子どもを扶養に入れられるか」「配
偶者や子どもがいくらまで働いてもよいか」などと相談されることがあります。こうした場面
で労務担当者が押さえておきたいのは、所得税と社会保険で扶養の判定に使う「収入」の考え
方が異なるという点です。これは、配偶者だけでなく、子どもや親などの扶養親族全般に当て
はまる考え方です。
もっとも、従業員自身がこれらの違いを正しく理解できていないケースもあります。そのた
め、従業員に「配偶者の年収はいくらですか」とだけ確認するのではなく、何を基準に確認し
てもらうのかについて、所得税と社会保険に分けて説明しておくことが大切です。

【所得税では「収入」と「所得」の違いを分かるように説明】

「収入」と「所得」は同じ意味のように使われることがあります。しかし、所得税法では、収
入から必要経費を差し引いたものが「所得」とされており、両者には明確な違いがあります。
なお、収入が給与のみの場合は、事業所得のように必要経費を差し引くことができない代わり
に、給与所得控除額を収入金額から差し引くこととされています。
また、従業員から「配偶者の年収は170万円です」「子どものアルバイト収入は150万円です」
などと申告された場合には、その金額に含まれている所得の種類（給与所得や事業所得、不動
産所得、公的年金等の雑所得など10種類に分類されている）を正確に把握することが重要で
す。
年末調整では、配偶者などの収入から各所得の種類に応じた計算方法で求めた合計所得金額
が、控除の要件を満たすかを確認します。所得の種類に応じた計算方法は、国税庁のサイトを



参考にしてください。
参考｜国税庁『所得の種類と課税方法』

また、所得には課税所得と非課税所得があります。給与収入のみの場合は、一定の旅費や非課
税限度額以内の通勤手当などが非課税所得に該当します。なお、2026年度（令和8年度）税制
改正により、通勤手当の非課税限度額が改正されている点にも留意が必要です。くわしくは、
以下のサイトをご確認いただくとともに、こうした非課税所得が合計所得金額に含まれていな
いかについても確認しておくと安心です。
参考｜国税庁『通勤手当の非課税限度額の改正について』

非課税所得に該当する所得は、所得の種類によって異なります。詳細は、国税庁の以下のサイ
トでご確認ください。
参考｜国税庁『No.2011 課税される所得と非課税所得（非課税所得）』

年末調整の多くは年内（12月）に行われます。従業員に記載してもらう配偶者等の合計所得金
額は、その時点ではまだ確定していない「見積額」です。配偶者等の収入が給与収入のみのケ
ースで考えると、11月までの実績が分かっていればその金額に12月分の給与（またはアルバイ
ト収入等）を、契約上の勤務条件などから合理的に見積もった金額を加えて1年間の合計所得
金額を見積もってもらうこととなります。

【社会保険では「今後の収入見込み」を確認】

一方、社会保険の被扶養者認定では、税法上の扶養とは異なる基準で収入を確認します。2026
年4月からは、労働条件通知書等に記載された賃金から年間収入を見込む取扱いが示されまし
た。
この取扱い変更に伴う被扶養者認定時の年間収入基準は、以下のとおりです。

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2025/01/1_03.htm
https://www.nta.go.jp/users/gensen/2026tsukin/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/2011.htm


参考｜日本年金機構『労働契約内容による年間収入での被扶養者の認定の取り扱いについて』

社会保険の扶養について従業員から相談を受けた場合には、「去年は130万円未満だったから大
丈夫」などと過去の収入だけを基に判断するのではなく、今後の働き方を踏まえて確認する必
要があります。
社会保険の扶養の認定については、以下の労務マガジンでくわしく解説していますので、ご参
照ください。
労務マガジン『【基礎知識】社会保険の被扶養者の認定基準とは（手続きおよびその後の流
れ）。』

このように、同じ「扶養」という言葉でも、所得税と社会保険では確認する内容が異なる点を
従業員に正しく説明することが大切です。

おわりに
2026年度の「年収の壁」は、所得税と社会保険とで方向の異なる改正が重なっている点に留意
が必要です。
所得税は2026年12月の年末調整から改正内容への対応が必要となる一方、社会保険は2026年1
0月から賃金要件が撤廃され、加入対象となる従業員が増える可能性があります。
また、扶養について従業員から相談を受けたときには、「年収はいくらか」と確認するだけで
は十分ではありません。所得税では「収入」と「所得」を分けて確認し、社会保険では今後の

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/jigyosho/2026/202605/0501.html
https://drive.google.com/file/d/1Y3KFAw8YYl8RpDadXAadoORP_B5ILDTv/view
https://drive.google.com/file/d/1Y3KFAw8YYl8RpDadXAadoORP_B5ILDTv/view


収入見込みや労働条件通知書などを確認するため、これらの制度の違いを理解したうえで、従
業員からの相談に対応できるようにしておくことが大切です。


